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業し、世界で勝てる事業と、それらを支える人材の育成に力を注いでいる。
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超高速充電器網の拡充で
日本のEVシーンにパラダイムシフトを

キーパーソンに聞く ─
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去る9月26日に開かれた記者会見。中央が徳重会長。左は同社取締
役COO 中川耕輔氏、右はCTO 高橋成典氏。「都内1,000 ヵ所に出力
150kWの急速充電拠点を設置」というプランに驚きの声が上がった

ます。既に約4,700基の設置実績があり
ますよね。
徳重　我々はEV充電器普及を後押しす
る企業としては最後発です。この領域
のビジネスは常に熾烈な競争のただ中に
あり、いわば「伸るか反るか」。Winner 
take All（勝者総取り）の世界だと考えて
います。ただ、弊社は最後発にも関わら
ず、最低限の課題はクリアしてきており、
Winnerのポジションに着実に近づいて
いる……と自負しています。後は、築い
てきた流れに乗って進んでいきたいと考
えています。運動している物体は等速運
動を続ける「慣性の法則」に則っていく
イメージですね。
山本　9月の「超急速充電器1,000基無
料導入」の記者会見では、アメリカのテ
スラ社を引き合いに出されていました。
御社も、日本のEVシーンに、テスラのよ
うなムーブメントを起こす日が近いので
はと想像します。
徳重　ありがとうございます。我々は
バイク、三輪などの販売は手がけていた
ものの、四輪の開発まで事業を拡大でき
ませんでした。資金調達、技術開発力の
整備など、準備すべきものが多過ぎ、ス
ピード感をもって進めることができませ
んでしたから。
山本　EVはガソリン車に比べて部品が
少なく、構造がシンプルとはいえ、開発
は極めて難しいと思います。
徳重　ええ。しかし、EV充電インフラ

ないとグローバル競争に遅れをとってし
まうと大きな危機感を抱いたわけです。
山本　そこで充電インフラ整備に大き
くシフトをしたと。
徳重　我々はスタートアップ企業です
から、単純に売上を追求するだけでなく、
“筋の良いビジネス”を手がけなければな
らないという使命があります。そうでな
いと資金調達が進みませんしね。先述し
た電動バイク、スクーター、三輪だけで
はなく、日本のEV普及を根本的に加速
させる仕組みが必要だ、との思いに駆ら
れ、ここ3年ほどで私が牽引してきたの
が充電インフラ整備なのです。
山本　御社が充電器普及に取り組み始
めたころ、補助金の内容はどうだったの
でしょうか。
徳重　当時はトータル10億円程度だっ
たと思いますが、今は約175億円まで伸
長しています。
山本　ここ3年ほどで急激な伸びを示し
たわけですね。
徳重　新規事業を持続可能なものにす
るためには、柔軟に流れを読んでいく姿
勢が大切だと思っています。近年、企
業や組織の目標達成に活用する行動
指標として「KPI（Key Performance 
Indicator）」が注目されています。私
見ですが、この指標は硬直的ですよね。
KPIは、極端に言えば「何個増やして、
何個減ったのか」を追求するための目安
に過ぎない。それではイノベーションは
生まれません。
山本　単純に数を追
いかけているだけで

はダメであると。
徳重　そうです。も
ちろん、簡単に進めら
れないことは承知し
ていますが。
山本　それでも御社
が充電インフラ普及
に取り組み始めてか
ら、景色はかなり変
わったと実感してい

2023年10月28日～ 11月5日、東京
モーターショーから名称を改めた「ジャ
パンモビリティショー」が開催された。
例外なく、自動車メーカーの展示の中心
は電気自動車（EV）で、日本にもようや
く本格的なEV時代が到来していること
を感じさせた。
この流れをさらに進めると目されてい

るのが、本誌でもたびたび、その取り組
みを取り上げてきたTerra Motors株式
会社である。切れ目なく充電インフラ整
備網を広げ、今年9月には「都内1,000ヵ
所に出力150kWの急速充電拠点を設置」
という衝撃的なプランを発表した。パー
キング業界の今後にも大きく関係するで
あろうTerra Motorsの動向を確かめる
べく、取締役会長の徳重 徹氏を訪ねた。

収録：2023年10月10日
聞き手：本誌編集長　山本 稔

課せられた使命は
“筋の良いビジネス”を貫くこと

山本　先月11月号の本誌でも取り上
げましたが、今年9月、御社が発表した
「出力150kWの急速充電拠点を都内に
1,000ヵ所設置する」というニュースは、
日本国内のEV普及を推進する、これま
でにない大きなインパクトを与えました。
詳細は後ほどお聞きするとして、まずは
御社が充電拠点設置に取り組むように
なった理由、今に至るまでの経緯を振り
返っていただけますか。
徳重　創業したのは2010年です。当初
は電動バイク、スクーター、三輪などの販
売が中心でしたが、当社創業の前後から、
世界ではEVの普及が急速に進み始めま
した。ご存じのとおり、中国、ヨーロッパ
諸国、アメリカが先進国であり、直近の
世界のEV市場においては中国が世界を
リードしています。私は、このムーブメ
ントに、日本も何としても追随していか

特   

集



020

欧州・中国におけるEV販売台数は堅調に増加。コロナ禍における優遇策強化も奏功し、特に欧州において販売台数が急増した。一方、日本では低水準
が続いており、欧州や中国との差は拡大傾向にある。EV充電インフラ「Terra Charge」の攻勢が日本のEV販売台数を押し上げるか（出典：経済産業省）

一切ありません。
山本　するとそれらの国の充電事業者
はすべて“自腹”でビジネスに取り組ん
でいると。
徳重　そうです。EV購入費用に対して
補助金が出るケースはありますけどね。
今回当社は、充電器の設置に関わるイニ
シャルコスト、および電気代やメンテナ
ンスなどのランニングコストまですべて

負担します。活用するのは、今年6月に、
大阪ガスや、総合リースの大手、東京セ
ンチュリーなどを引受先とする第三者割
り当て増資を実施して調達した約40億
円です。さらに都や政府の補助金も充て
ていきます。
山本　現在の日本国内のEV普及率は約
2.38％ほどです。採算が取れる時期は
まだ先になると思いますが、それでも今
のうちから思い切った先手を打つことが
重要であるとお考えなのですね
徳重　そうした姿勢を打ち出さなけれ
ば資金調達が難しくなりますから。
山本　なるほど、そうやってユーザーの
マインドを変えていくことがまずは大切
ですね。日本でEV普及が進まない大き
な理由は、やはり充電インフラの不足に
あると思っています。つまり“電欠”に

しょうか。
徳重　ええ、戦略的にも重要な社名変更
であると位置づけています。東南アジア
にも水を開けられている日本のEV普及
を、Terra Chargeの拡大で加速させた
いと考えています。

「都内1,000ヵ所導入」で
“電欠”の不安を一掃

山本　続いて、先日報道発表された「超
急速充電器1,000基無料導入」について
おうかがいします。普通充電器の無料
提供も大きなインパクトがありました
が、費用が2桁レベルで異なる「150kW
仕様」急速充電器の無料提供は、さらに
大きな驚きを持って受け止められました。
まずは、何故これほど巨大なプロジェク
トにも関わらず“無料提供”ができるの
か、その理由を教えてください。
徳重　最大の理由は、やはり補助金です。
日本は他国に比べ、潤沢に補助金を出し
てもらえる制度が存在しています。ちな
みに現在、急激にEV普及が加速中のイ
ンド、タイ、インドネシアなどには、充電
インフラ整備を対象にした国の補助金は

の整備であれば、日本国内にはまだ市場
がありました。そこに活路を見出したの
です。新規事業はディレクションがすべ
て。方向性を間違えなければ、持続可能
なビジネスに育てられると思っています。
山本　来年2月には、社名も御社が展開
するEV充電インフラ「Terra Charge」
にそろえて「Terra Charge株式会社」へ
変更することが発表されています。こ
れは、御社が「日本国内に、より充実し
たEV充電インフラネットワークを構
築する」といった決意表明ということで
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❶ タイ市街地の公共EV充電ステーション。現状、同国では9割が自宅充
電だが、こうした施設は急速に増えていくことが見込まれる
❷ 10月6日からはインド向け「Terra Charge」の提供を開始。EV充電器
やアプリケーションは、インド国内特有の顧客ニーズに合わせた製品
を自社開発し、提供予定という

❷❷❶❶

してきたのですが、街中のEVの多さ、
EVシフトの速さに改めて驚きました。
そして、このシフトは今後、さらに加速し
ていくはずだとも確信しています。現地
でユーザーを対象に調査したEV購入の
理由、背景でそれがはっきりしました。
山本　どんな結果だったのでしょうか。
徳重　非常に単純で「従前のガソリン車
と同程度の価格帯で買うことができ、ラ
ンニングコストはガソリン比で3分の1
程度だからEVを選んだ」というもので
した。タイの上位中間層は2台目、3台
目の車としてEVを購入するケースが多
いのですが、彼らもコストパフォーマン
スの良さでEVを選択しています。ちな
みにタイ全体での新車販売台数におけ
るEVの割合は、2年前は0.1％でしたが、
昨年は1％、そして直近では10％と、わ
ずか2年で100倍近くに急伸しているん
です。一方、日本ではまだまだEVは高
い買い物なので、タイやインドネシアの
ようにはいきません。
山本　国産メーカーで手が届きやすい
といえばノートや軽EVのサクラがあり
ますが、近年は海外勢のほうが存在感を
示していますね。例えば中国BYDのド
ルフィンは補助金を使えば300万円前後
で購入できるとあって話題になりました。
徳重　はい。ただ、今のところは日中関
係の問題もあり、日本でドルフィンがど
こまで売れ行きを伸ばすかは分かりませ

ん。一方でタイでは、先ほど申し上げた
急速なEVシフトを背景に、ドルフィン
は急速に存在感を増しています。かつて
タイのモータリゼーションはほぼ日本車
が支えていましたが、大きく様変わりし
たのです。
山本　タイの充電インフラ普及はどの
ような状況なのですか。
徳重　ほぼ9割が自宅での充電ですね。
残り1割は公共の場所に設置されていて、
集合住宅への導入はほぼ見られません。
山本　ところでEUでは、また違った動
きもあります。全体としてEVシフトを
進める方針は変わりませんが、今年3月、
EUはエンジン車の部分容認を打ち出し
ました。2035年以降、エンジン車の新

不安を感じているわけです。EVと充電
器の関係を「にわとりが先かたまごが先
か」になぞらえる人もいますが、やはり
充電インフラの整備が先決だと考えます。
徳重　そのとおりです。そこで一気に
都内で1,000ヵ所増やし、既存の充電器
も加えて約1,500ヵ所として「都内に約
900ヵ所存在する給油所の1.5倍」という
インパクトある数字を打ち出したのです。
山本　設置終了の時期はいつ頃を想定
していますか。
徳重　今から2年以内を目標としていま
す。ちなみに、2018年に創業したQR
コード決済サービスの「PayPay」は、当
初、総還元額100億円という一大キャン
ペーンを展開していました。かなりの先
行投資だったわけですが、5年後の今で
はご存じのとおり、国内最大規模のオン
ライン決済サービスに成長しています。
山本　おっしゃるとおりですね。Terra 
Chargeも同様に急拡大させていこうと
いうわけですね。

急速にEVシフトが進行する
東南アジア諸国を注視

徳重　我々が目指す日本の理想的な

EV・充電インフラのシーンは、タイやイ
ンドネシアなどで既に目にすることがで
きます。先般、インドネシア、タイに出張
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的に公共の充電設備は20万基以上必要
になります。しかしながら、現状の日本
国内の充電器数は約20,000に過ぎませ
ん。このことからも、EV充電設備のニー
ズはまだまだ延びていく余地が大きいこ
とが分かります。（編集部補足：10月18
日、経済産業省から「充電インフラ整備促
進に向けた指針」が正式発表され、2030
年までの充電器設置目標が従来の15万基
から、充電口ベースの「30万口」に変更さ
れた）。また、我々はマンション管理組合
を対象にしたEV充電設備導入にも取り
組んでおりますが、既存マンションでは
設置できたとしても2～3ヵ所というケー
スが多い。この点でも公共の充電設備の
ニーズが高くなることが予測できます。

時間→従量課金への移行も
EVシフトの追い風になる

山本　さて、もうひとつ今回の1000ヵ所
展開のポイントになっているのが、時間
課金から従量課金への移行です。これは
経済産業省も支援していますね（編集部
補足：前述の経済産業省「充電インフラ
整備促進に向けた指針」において、充電事
業者のビジネスの継続性、ユーザーの納
得度の向上の観点から、充電した電力量
（ kWh）に応じた従量課金の広範な導入

ほかを探しますよね。EV充電でもやは
りガソリンスタンドと同じ感覚が必要と
の考えから、超急速充電器導入にこだわ
りました。
山本　そして、「1,000」というのは都内
の現在の給油所の数でもあると。非常に
象徴的に感じます。
徳重　厳密には都内の給油所は1,000ヵ
所を割り込んでいるのですけどね。ちな
みに全国でみると、近年、毎年500ヵ所
規模で給油所は減っています。おそらく
都内の減少もこれから年々増えていくの
ではないでしょうか。
山本　なるほど。ただ、確かに給油所
が減っているとはいえ、ガソリンは原則、
給油所でしか補給できない燃料ですよね。
対してEVの電気は、普通充電器で充電
スピードは遅くても、家庭用電源でマイ
ホームで補給することができます。
徳重　おっしゃるとおりです。ただ、そ
れでも公共のEV充電器は圧倒的に不足
しており、この先もニーズは拡大してい
くと見ています。例えば、中国では今年8
月末の時点で全国の充電設備は約692.8
万基。そのうち公共の設備は約221.1万
基とのことでした。数字的には日本のは
るか先を行っていますが、中国国内では
これでも不足気味なのです。ざっくりし
た計算ですが、日本の人口は中国の10分
の1。EV充電器の数に換算すると、将来

車販売をすべて認めない当初案を修正し、
温暖化ガス排出をゼロとみなす合成燃料
の利用に限り販売を認めるというもので
す。ヨーロッパの方針は世界のEVシー
ンに大きな影響を与えることになると思
うのですが、どう受け止めますか。
徳重　エンジン車販売に対する一部の
行き過ぎた方針を是正する動きであると
とらえています。ただ、最も大切なのは
ドライバー、お客様がどう思うかですよ
ね。車の購入は、当然ですがあくまでお
客様の意思で決まるのであり、国家が強
制するものではありません。先ほどのタ
イの例しかりで、手が届きやすい価格帯
なら、EVにシフトしていくのが自然だ
と思います。また、当然ですが、人間は
おおむね新しいモノ好きですよね。性能
はもちろん、デザインでもEVはどんどん
進化している。それに伴って、この先ど
んどんガソリン車は古臭いイメージが強
くなっていくのでは、とも思っています。

変革を生み出すのは
期待を超越するアクションだ

山本　もうひとつ、今回の「 1,000ヵ所
設置」で要注目なのが、150kw仕様の超
急速充電器であることです。わずか6分
で航続距離100km相当の走行分の充電
が可能ということで、驚きました。これ
ならガソリンスタンドでの給油とほぼ同
じ感覚で実走行する分の充電が完了しま
す。都内で電欠を不安に思う利用者はほ
とんどいなくなるでしょうね。やはり「超
急速充電器」でないと、今回の取り組み
の意義が損なわれてしまうと考えられた
のでしょうか。
徳重　大きく状況を変えるためには、期
待値以上のことをやる必要があると思
うんです。ちょっと考えてみてください。
ガソリンスタンドでの給油は5～ 10分
程度で終わります。完了まで30分かかり
ますが、お待ちいただけますか？なんて
言われたら、たぶんその給油所は諦めて

Terra Chargeの拡大によって、近い将来、電欠の不安なく郊外へのロングドライブが楽しめるよ
うになるはずだ
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過去の対談記事をWEBで公開しています

または http://www.parkingpress. jp/taidan/  にアクセス

で検索パーキングプレス 対談

聞き手：本誌編集長　山本 稔 （やまもと　みのる）
1959年神奈川県横浜市生まれ。1981年東京工芸大学写真工学部卒業。制作会社にて宣伝広告・商業カタログ等の写真制作に携わりながら
1994年に独立し、デザイン・印刷・出版を主な事業とする（有)サン・ネットを設立。2010年より本誌編集長

徳重　分かりまし
た。私が特に期待
しているのは大き
な自走式駐車場を
併設している大型
施設です。スペー
スに余裕があるた
め、一気に3～4ヵ
所導入していただ
ければ高い集客効
果を発揮するので
はないかと考えています。6分で100km
走行相当の充電ができるのなら、充電が
てら買い物や食事をしようと考えるお客
様は増えるはずです。
山本　なるほど。では自走式駐車場が
出てきたところで最後に、本誌の主な読
者層にあたる駐車場運営事業者様向けに、
メッセージをいただけますでしょうか。
徳重　補助金を活用する関係で「導入か
ら5年間設置していただく」条件が付く
のですが、これがクリアできれば、ぜひ
導入をご検討いただきたいと思っていま
す。環境的な制約は特にありません。ス
ペース的に設置しやすいため、都下、多
摩方面への展開から始まる想定ですが、
いずれは都心方面にもまんべんなく展開
していきたいと考えています。率直に申
し上げて、駐車場業界には保守的な志向
の会社が多い印象があるのですが、この
大きな変革期をチャンスととらえていた
だければ。
山本　そうですよね、我々の業界も変
わっていく必要があります。
徳重　変革という点では、やはり海外に
学ぶべきものがあります。例えばベトナ

について、25年度からのサービスの実現
を目指す）との方針が打ち出された）。時
間課金では充電器の出力が違うと、同じ
時間内で給電できる電力に差が生まれて
しまい、出力の高い充電器事業者のほう
が損を被ることになる。従量課金への移
行は、当然の合理的な選択だと思います。
徳重　古い法制度が整備されてこなかっ
たために時間課金がまかりとおってきた
わけです。従量課金であれば充電器を設
置しようと考えるオーナーも増えるはず
で、この時間課金の仕組みも充電インフ
ラ普及の追い風になるはずです。
山本　今回のプランでは、家電量販店の
コジマが導入先第1号となっていますね。
徳重　特に郊外に展開するコジマであ
れば駐車場も大きく、超急速充電器の利
便性を十分に発揮できると考えていま
す。既にさまざまなところから反響、問
い合わせをいただいておりまして、自治
体や郵便局、商業施設、スーパーマーケッ
ト、コンビニエンスストア、ホテル、自動
車ディーラー、ファミリーレストラン、オ
フィスビル、コインパーキングなどにも
拡大していくことを検討しています。
山本　1,000ヵ所展開ともなれば、やは
り多様な施設への導入が進んでいくとい
うことですね。コインパーキングへの導
入が本格化した場合はぜひまた取材させ
てください（編集部注：11月6日、Terra 
Motors株式会社は、akippa株式会社と
提携し、akippa駐車場へTerra Charge
の設置を推進していくことに合意した。
これによって、Terra Chargeが設置さ
れたakippa駐車場を予約する利用者は、
駐車中にEV充電ができることになった）。

ムのEVメーカー「ビンファスト」。ベト
ナムの最大財閥「ビングループ」が自動車
産業に参入するために設立したメーカー
です。ちなみにビングループはデベロッ
パーであり、日本でいえば三井不動産の
ような存在でしょうか。
山本　EVは、自動車メーカーしかつく
ることができないモノではないと。
徳重　そうです。また、タイ政府系のエ
ネルギー企業「 PTT」は、化石燃料事業
への依存から脱却するために、EVのバ
リューチェーン構築を本格化しています。
具体的には、バッテリーやEV、バイクの
開発やカーシェアなども手がけています。
山本　まさにワンストップですね。
徳重　ええ。日本においても、自動車
メーカー以外の企業もマインドを変えて、
EV領域への参入を検討しても良いのは
ないでしょうか。
山本　そうなれば日本のEVシーンも一
層活性化しそうです。ともあれ来年以降、
御社の牽引によって、我が国のEVシー
ンは大きく前進することになるでしょう。
大いに期待しています。本日は誠にあり
がとうございました。

クールに、そして時に熱くEVイノベーションへの道筋を語った徳重会長。
今後、Terra Motorsとパーキング業界との連携はますます強くなるだろう
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